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国保事業費納付金等の試算について

（注意）
・ Ｈ29.7月時点の県と市町村の協議結果や国の検討状況等を踏まえ，一定
の前提の下で，制度移行に伴う保険税必要額の変化を試算したものであり，
平成30年度の実際の保険税負担を示したものではない。
・ この資料の保険税必要額は，低所得者に対する国保税の軽減措置や，一
般会計繰入等による市町村独自の負担軽減を反映していないため，被保険
者の実際の負担額とは異なる。
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A-B
27 29

29 30
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% % % % % % % % % % % %

667 667 667 519 519 519
336 336 336 336 336 336

331 331 183 183

331 0 0 183 0 0

331 183
1,324 1,324 1,149 1,149

29
97,850 96,221 97,030 97,030 96,581 97,030 97,030

29

27 0.51% 2.17% 1.35% 1.35% 1.80% 1.35% 1.35%

65.93% 4.00% 5.47% 4.00% 6.00% 4.18% 6.00%
50.34% 50.34% 6.47% 38.71% 50.34% 8.36% 43.12%
19 19 15 19 19 15 19
24 24 28 24 24 28 24
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激変緩和前 65.9 23.7 20.1 18.6 15.7 12 11.8 10.3 7.01 6.4 4.71 4.15 4.13 2.87 2.2 2.11 1.75 1.62 0.83 -0.2 -3.6 -9.1 -11 -11 -11 -11 -12 -12 -12 -13 -13 -16 -16 -16 -20 -21 -22 -28 -28 -28 -29 -32 -50

激変緩和後 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 2.87 2.2 2.11 1.75 1.62 0.83 -0.2 -3.6 -9.1 -11 -11 -11 -11 -12 -12 -12 -13 -13 -16 -16 -16 -20 -21 -22 -28 -28 -28 -29 -32 -50
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グラフタイトル一人当たり保険税必要額の前々年度比較伸び率のシミュレーション（激変緩和措置前後比較）

（％）

激変緩和ケース１

【シミュレーション前提】

① 激変緩和の丈比べは標準保険料率の算定に必要な保険料総額（e）ベース（医療分，後期高齢者支援金分，介護分の計）
② 丈比べの対象は平成27年度（試算対象年度である平成29年度の前々年度）
③ 一定割合＝４％（２％×２年）

④ 下限設定なし

⑤ 県繰入金１号分の活用による激変緩和を行った相当額に特例基金を活用

※ 順番は左から激変緩和前の前々年度比較伸び率が高い順

【シミュレーション結果】

① 激変緩和措置のための所要額は667百万円（13市町村）
（財源内訳） 暫定措置：336百万円，県繰入金１号分：331百万円

※特例基金を331百万円活用

激変緩和措置を行う「一定割合」＝4%
（国通知に基づき単年度2%×2年，医療分，後期支援金分，介護分の合計）
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激変緩和前 65.9 23.7 20.1 18.6 15.7 12 11.8 10.3 7.01 6.4 4.71 4.15 4.13 2.87 2.2 2.11 1.75 1.62 0.83 -0.2 -3.6 -9.1 -11 -11 -11 -11 -12 -12 -12 -13 -13 -16 -16 -16 -20 -21 -22 -28 -28 -28 -29 -32 -50
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グラフタイトル１人当たり保険料額の前年度比較伸び率のシミュレーション（激変緩和措置前後比較）

（％）

【シミュレーション前提】

① 激変緩和の丈比べは標準保険料率の算定に必要な保険料総額（e）ベース（医療分，後期高齢者支援金分，介護分の計）
② 丈比べの対象は平成27年度（試算対象年度である平成29年度の前々年度）
③ 一定割合＝４％（２％×２年）

④ 下限設定あり（下限超過額のうち激変緩和後の余剰分は全市町村へeベースの額に基づいた按分により再配分）
⑤ 順番は左から激変緩和前の前年度比較伸び率が高い順

【シミュレーション結果】

① 激変緩和措置のための所要額は667百万円（13市町村）
（財源内訳） 暫定措置：336百万円，下限超過額：331百万円
② 下限超過額は1,324百万円（22市町村）
（使用内訳） 激変緩和に使用：331百万円，全市町村へ再配分：993百万円

激変緩和措置を行う「一定割合」＝4%
（国通知に基づき単年度2%×2年，医療分，後期支援金分，介護分の合計）

「下限割合」＝4%
（国通知に基づき一定割合と同じ絶対値）

下限超過余剰分を全市町村へ再配

分したことにより，一定割合以上に

伸び率が押し下がった

一人当たり保険税必要額の前々年度比較伸び率のシミュレーション（激変緩和措置前後比較）

（％）

【シミュレーション前提】

① 激変緩和の丈比べは標準保険料率の算定に必要な保険料総額（e）ベース（医療分，後期高齢者支援金分，介護分の計）
② 丈比べの対象は平成27年度（試算対象年度である平成29年度の前々年度）
③ 一定割合＝４％（２％×２年）

④ 下限設定あり（下限超過額のうち激変緩和後の余剰分は全市町村へeベースの額に基づいた按分により再配分）
※ 順番は左から激変緩和前の前々年度比較伸び率が高い順

【シミュレーション結果】

① 激変緩和措置のための所要額は667百万円（13市町村）
（財源内訳） 暫定措置：336百万円，下限超過額：331百万円
② 下限超過額は1,324百万円（22市町村）
（使用内訳） 激変緩和に使用：331百万円，全市町村へ再配分：993百万円

激変緩和措置を行う「一定割合」＝4%
（国通知に基づき単年度2%×2年，医療分，後期支援金分，介護分の合計）

「下限割合」＝▲4%
（国通知に基づき一定割合と同じ絶対値）

下限超過余剰分を全市町村へ再配

分したことにより，一定割合以上に

伸び率が押し下がった

下限超過余剰分を全市町村へ再配分したことによ

り，逆転現象が起こった

激変緩和ケース２
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激変緩和前 65.9 23.7 20.1 18.6 15.7 12 11.8 10.3 7.01 6.4 4.71 4.15 4.13 2.87 2.2 2.11 1.75 1.62 0.83 -0.2 -3.6 -9.1 -11 -11 -11 -11 -12 -12 -12 -13 -13 -16 -16 -16 -20 -21 -22 -28 -28 -28 -29 -32 -50

激変緩和後 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 2.87 2.2 2.11 1.75 1.62 0.83 -0.2 -3.6 -7.2 -8.8 -9 -8.4 -9.1 -9.1 -7.2 -10 -10 -10 -13 -13 -13 -16 -16 -17 -22 -21 -22 -23 -25 -39
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グラフタイトル一人当たり保険税必要額の前々年度比較伸び率のシミュレーション（激変緩和措置前後比較）

（％）
【シミュレーション前提】

① 激変緩和の丈比べは標準保険料率の算定に必要な保険料総額（e）ベース（医療分，後期高齢者支援金分，介護分の計）
② 丈比べの対象は平成27年度（試算対象年度である平成29年度の前々年度）
③ 一定割合＝４％（２％×２年）

④ 下限設定あり（下限超過額のうち激変緩和後の余剰分は下限市町村へ超過額に基づいた按分により再配分）

※ 順番は左から激変緩和前の前々年度比較伸び率が高い順

【シミュレーション結果】

① 激変緩和措置のための所要額は667百万円（13市町村）
（財源内訳） 暫定措置：336百万円，下限超過額：331百万円
② 下限超過額は1,324百万円（22市町村）
（使用内訳） 激変緩和に使用：331百万円，下限超過市町村へ再配分：993百万円

激変緩和措置を行う「一定割合」＝4%
（国通知に基づき単年度2%×2年，医療分，後期支援金分，介護分の合計）

「下限割合」＝▲4%
（国通知に基づき一定割合と同じ絶対値）

激変緩和ケース３
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激変緩和前 65.9 23.7 20.1 18.6 15.7 12 11.8 10.3 7.01 6.4 4.71 4.15 4.13 2.87 2.2 2.11 1.75 1.62 0.83 -0.2 -3.6 -9.1 -11 -11 -11 -11 -12 -12 -12 -13 -13 -16 -16 -16 -20 -21 -22 -28 -28 -28 -29 -32 -50

激変緩和後 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 4.71 4.15 4.13 2.87 2.2 2.11 1.75 1.62 0.83 -0.2 -3.6 -9.1 -11 -11 -11 -11 -12 -12 -12 -13 -13 -16 -16 -16 -20 -21 -22 -28 -28 -28 -29 -32 -50
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グラフタイトル一人当たり保険税必要額の前々年度比較伸び率のシミュレーション（激変緩和措置前後比較）

（％）
【シミュレーション前提】

① 激変緩和の丈比べは標準保険料率の算定に必要な保険料総額（e）ベース（医療分，後期高齢者支援金分，介護分の計）
② 丈比べの対象は平成27年度（試算対象年度である平成29年度の前々年度）
③ 一定割合＝６％（３％×２年）

④ 下限設定なし

⑤ 県繰入金１号分の活用による激変緩和を行った相当額に特例基金を活用

※ 順番は左から激変緩和前の前々年度比較伸び率が高い順

【シミュレーション結果】

① 激変緩和措置のための所要額は519百万円（10市町村）
（財源内訳） 暫定措置：336百万円，県繰入金１号分：183百万円

※特例基金を183百万円活用

激変緩和措置を行う「一定割合」＝6%
（国通知に基づき単年度3%×2年，医療分，後期支援金分，介護分の合計）

激変緩和ケース４
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激変緩和前 65.9 23.7 20.1 18.6 15.7 12 11.8 10.3 7.01 6.4 4.71 4.15 4.13 2.87 2.2 2.11 1.75 1.62 0.83 -0.2 -3.6 -9.1 -11 -11 -11 -11 -12 -12 -12 -13 -13 -16 -16 -16 -20 -21 -22 -28 -28 -28 -29 -32 -50
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グラフタイトル１人当たり保険料額の前年度比較伸び率のシミュレーション（激変緩和措置前後比較）

（％）
【シミュレーション前提】

① 激変緩和の丈比べは標準保険料率の算定に必要な保険料総額（e）ベース（医療分，後期高齢者支援金分，介護分の計）
② 丈比べの対象は平成27年度（試算対象年度である平成29年度の前々年度）
③ 一定割合＝６％（３％×２年）

④ 下限設定あり（下限超過額のうち激変緩和後の余剰分は全市町村へeベースの額に基づいた按分により再配分）
※ 順番は左から激変緩和前の前々年度比較伸び率が高い順

【シミュレーション結果】

① 激変緩和措置のための所要額は667百万円（13市町村）
（財源内訳） 暫定措置：336百万円，下限超過額：331百万円
② 下限超過額は1,324百万円（22市町村）
（使用内訳） 激変緩和に使用：331百万円，全市町村へ再配分：993百万円

「下限割合」＝4%
（国通知に基づき一定割合と同じ絶対値）

下限超過余剰分を全市町村へ再配

分したことにより，一定割合以上に

伸び率が押し下がった

一人当たり保険税必要額の前々年度比較伸び率のシミュレーション（激変緩和措置前後比較）

（％）

【シミュレーション結果】

① 激変緩和措置のための所要額は519百万円（10市町村）
（財源内訳） 暫定措置：336百万円，下限超過額：183百万円
② 下限超過額は1,149百万円（22市町村）
（使用内訳） 激変緩和に使用：183百万円，全市町村へ再配分：966百万円

激変緩和措置を行う「一定割合」＝6%
（国通知に基づき単年度3%×2年，医療分，後期支援金分，介護分の合計）

「下限割合」＝▲6%
（国通知に基づき一定割合と同じ絶対値）

下限超過余剰分を全市町村へ再配

分したことにより，一定割合以上に

伸び率が押し下がった

下限超過余剰分を全市町村へ再配分したことによ

り，逆転現象が起こった

激変緩和ケース５
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激変緩和前 65.9 23.7 20.1 18.6 15.7 12 11.8 10.3 7.01 6.4 4.71 4.15 4.13 2.87 2.2 2.11 1.75 1.62 0.83 -0.2 -3.6 -9.1 -11 -11 -11 -11 -12 -12 -12 -13 -13 -16 -16 -16 -20 -21 -22 -28 -28 -28 -29 -32 -50

激変緩和後 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 4.71 4.15 4.13 2.87 2.2 2.11 1.75 1.62 0.83 -0.2 -3.6 -8.1 -9.7 -10 -9.5 -10 -10 -9.1 -11 -11 -12 -14 -14 -14 -17 -18 -19 -24 -24 -25 -25 -28 -43
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グラフタイトル一人当たり保険税必要額の前々年度比較伸び率のシミュレーション（激変緩和措置前後比較）

（％）
【シミュレーション前提】

① 激変緩和の丈比べは標準保険料率の算定に必要な保険料総額（e）ベース（医療分，後期高齢者支援金分，介護分の計）
② 丈比べの対象は平成27年度（試算対象年度である平成29年度の前々年度）
③ 一定割合＝６％（３％×２年）

④ 下限設定あり（下限超過額のうち激変緩和後の余剰分は下限市町村へ超過額に基づいた按分により再配分）

※ 順番は左から激変緩和前の前々年度比較伸び率が高い順

【シミュレーション結果】

① 激変緩和措置のための所要額は519百万円（10市町村）
（財源内訳） 暫定措置：336百万円，下限超過額：183百万円
② 下限超過額は1,149百万円（22市町村）
（使用内訳） 激変緩和に使用：183百万円，下限超過市町村へ再配分：966百万円

激変緩和措置を行う「一定割合」＝6%
（国通知に基づき単年度3%×2年，医療分，後期支援金分，介護分の合計）

「下限割合」＝▲6%
（国通知に基づき一定割合と同じ絶対値）

激変緩和ケース６
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